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文　書　番　号
年　　月　　日
一般財団法人日本船舶技術研究協会
　会長　　　　　　　殿

申請者　　住　　　所　　　　　　　　
名　　　称　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　

助成金交付申請書

　経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律第３１条第３項第１号に規定する助成金の交付を受けたいので、貴協会の安定供給確保支援業務規程第１１条第１項の規定に基づき下記のとおり申請します。

記

１．助成金の交付を受けて行おうとする認定供給確保事業
　　　[船舶の部品の品目名]の認定供給確保事業（[認定日]付け[認定番号]関係）
　　　内容は添付資料１のとおり。

２．上記１の認定供給確保事業に必要な資金の額：　　　　　　　　　　円
　　　配分は添付資料１のとおり。

３．交付を受けようとする助成金の額　　　　　：　　　　　　　　　　円
　　　配分は添付資料１のとおり。

４．認定供給確保事業の開始及び終了予定年月日
　　　開始(予定)年月日　　　　　　年　　月　　日
　　　終了予定年月日　　　　　　　年　　月　　日

（注）この申請書には、次の書類の写しを添付すること。
添付書類１　認定供給確保事業の内容、総費用、助成金の配分等の説明
添付書類２　国土交通大臣に提出した供給確保計画の認定申請書及び申請書に添付した書類の写し
添付書類３　国土交通大臣による供給確保計画の認定書の写し



（添付資料１）

認定供給確保事業の内容、総費用、助成金の配分等の説明

１．認定供給確保事業の取組の概要
（１）認定供給確保事業の取組の目標
　※供給確保計画４（２）「取組の目標」に記載した目標を記載する。（例：○年までに・・・の体制を整備する）

（２）認定供給確保事業の取組の内容
　※供給確保計画５（１）「取組の内容」に記載した内容を記載する。
（例：○年○月　・・・の施設を増設
　　　○年○月　・・・に・・・ための設備を○台導入　等）

（３）認定供給確保事業の取組の実施期間
　　　年度～　　年度
　※供給確保計画５（３）「取組の実施期間」に記載した開始年度及び終了年度を記載する。

２．認定供給確保事業の取組の実施に係る施設又は設備等及びその導入計画
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　※供給確保計画５（３）「取組の実施期間」及び７（３）「（２）の支援措置を期待する設備」に記載した内容と整合するように記載する。

３．認定供給確保事業に要する費用及び交付を受けようとする助成金の配分
　※上記２．の施設又は設備等毎に、助成対象費用の費目・区分等が分かるよう積算し、表形式で整理して記載又は別添として添付する。


